
第１ 平成18年度決算について

一 一般会計決算

平成18年度の本県財政は､ 三位一体改革の交付税改革による地方交付税総額の大幅削減や国庫補助負担

金改革による社会保障関係費をはじめとする義務的経費における地方負担の大幅増等による厳しい財政環

境の中で､ 平成17年10月に公表した ｢中期的な財政運営指針｣ に沿って､ 県債発行の抑制等により平成20

年度までの元金ベースでのプライマリーバランスの黒字化達成に向けた改善を着実に進めるとともに､ 財

源不足額をできる限り縮小することを目指して､ 財政改革プランや行政改革大綱に掲げる取組方策を徹底・

加速すること等により､ 予算編成に取り組み､ さらに､ 予算執行に当たっては､ 経費の効率的執行に留意

するとともに､ 財源の増額確保についても特段の努力を傾注し､ 年度を通じて財政の健全性確保に取り組

みました｡

その結果､ 平成18年度の一般会計歳入歳出決算額は､ 第1表のとおりで､ 歳入が7,336億663万８千円､

歳出が7,289億8,267万３千円となり､ 差引き46億2,396万５千円の黒字となりました｡ また､ この歳入歳出

差引額 (形式収支) から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は､ 14億3,741万９千円の黒字と

なり､ この実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は､ ３億7,826万９千円の黒字となり

ました｡

さらに､ 平成18年度における実質的黒字要因である財政調整基金への積立額14億6,318万４千円及び未

償還元金の繰上償還額40億9,409万２千円と実質的な赤字要因である財政調整基金の取崩額20億円を調整

した後の実質単年度収支は､ 39億3,554万５千円の黒字となりました｡
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(第１表)

一般会計歳入歳出決算規模の推移
(単位 円)

区分

年度
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ

Ｃ

翌年度へ繰り
越すべき財源

Ｄ

実 質 収 支
Ｃ－Ｄ

Ｅ
単 年 度 収 支

(当該年度Ｅ－前年度Ｅ)

平成９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

848,565,497,276

916,217,847,329

948,360,053,538

966,689,274,805

939,705,711,806

903,728,702,975

816,790,012,871

786,329,621,808

751,069,458,513

733,606,637,564

842,138,258,109

903,987,034,036

937,998,478,336

952,684,405,414

928,412,263,899

895,271,737,459

807,421,514,515

780,255,409,113

746,262,095,173

728,982,672,945

6,427,239,167

12,230,813,293

10,361,575,202

14,004,869,391

11,293,447,907

8,456,965,516

9,368,498,356

6,074,212,695

4,807,363,340

4,623,964,619

4,939,528,014

10,500,755,336

8,349,644,635

12,343,353,986

9,743,890,468

6,892,261,647

7,642,057,933

4,657,091,571

3,748,213,761

3,186,545,503

1,487,711,153

1,730,057,957

2,011,930,567

1,661,515,405

1,549,557,439

1,564,703,869

1,726,440,423

1,417,121,124

1,059,149,579

1,437,419,116

84,465,629

242,346,804

281,872,610

△350,415,162

△111,957,966

15,146,430

161,736,554

△309,319,299

△357,971,545

378,269,537
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○
歳

入

(第
２
表
)

平
成
18
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
円
)

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
県

税

２
地

方
消

費
税

清
算

金

３
地

方
譲

与
税

４
地

方
特

例
交

付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分

担
金

及
び

負
担

金

８
使

用
料

及
び

手
数

料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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第１図

歳 入 決 算 の 構 成 内 訳

(注) 県が自ら徴収又は収納できるものが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当

てられるのが依存財源です｡
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分担金及び負担金
67億13百万円
(0.9％)

使用料及び手数料
105億75百万円
(1.5％) 諸収入

690億40百万円
(9.4％)

地方消費税清算金
286億48百万円
(3.9％)

県税
1,358億13百万円
(18.5％)

繰入金
117億97百万円
(1.6％)

その他
67億52百万円
(0.9％)

自主財源
2,693億38百万円
(36.7％)

県債
971億38百万円
(13.2％) 歳 入 合 計

7,336億７百万円

(100％)

地方交付税
2,311億94百万円
(31.5％)

依存財源
4,642億69百万円
(63.3％)

国庫支出金
1,084億円
(14.8％)

地方譲与税､ 地方特例
交付金及び交通安全
対策特別交付金
275億37百万円 (3.8％)
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○ 歳 出

(第３表)

平成18年度一般会計歳出決算額
(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 環 境 保 健 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 警 察 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合 計
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第２図

歳 出 決 算 の 構 成 内 訳
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議会費
12億74百万円
(0.2％)

諸支出金
331億58百万円
(4.5％)

総務費
360億
14百万円
(4.9％)

環境保健費
247億円
(3.4％)

民生費
718億
41百万円
(9.9％)

災害復旧費
35億82百万円
(0.5％)

労働費
18億37百万円
(0.3％)

公債費
1,184億５百万円
(16.2％)

歳 出 合 計

7,289億83百万円

(100％)

農林水産業費
841億36百万円
(11.5％)

教育費
1,542億96百万円
(21.2％)

商工費
539億
43百万円
(7.4％)

土木費
1,132億６百万円
(15.5％)

警察費
325億91百万円
(4.5％)



二 特別会計決算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計の歳入歳出と区分して

その経理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 平成18年度においては､ 14の特別会計

がありました｡

特別会計の平成18年度の歳入決算額は､ 1,780億9,647万５千円で､ 前年度の1,807億7,186万７千円と比較

して､ 26億7,539万２千円､ 1.5％の減となり､ 歳出決算額は､ 1,728億6,423万４千円で前年度の1,759億7,506

万７千円と比較して､ 31億1,083万３千円､ 1.8％の減となりました｡
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区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下

水
道

事
業

特
別

会
計

８
駐

車
場

事
業

特
別

会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

11
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計

12
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

合
計
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○
歳

入

(第
４
表
)

平
成
18
年
度
特
別
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
円
)
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○ 歳 出

(第５表)

平成18年度特別会計歳出決算額
(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 公 債 費 特 別 会 計

２ 肢 体 不 自 由 児 施 設 特 別 会 計

３ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

４ 証 紙 特 別 会 計

５ 管 理 特 別 会 計

６ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

７ 下 水 道 事 業 特 別 会 計

８ 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

９ 鉄 道 施 設 事 業 特 別 会 計

10 母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

11 小規模企業者等設備導入資金特別会計

12 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

13 林業・木材産業改善資金特別会計

14 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

合 計
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三 決算分析

本県の会計は､ 一般会計と特別会計とに分かれていますが､ 両会計の間には､ 相互に､ 財源の繰出し､

繰入れ等があることから､ 決算分析等では､ 県財政の全体を的確に把握することができるようにするため､

このような財源のやりとりを整理した上で合算し､ 普通会計として取りまとめることにしています｡

一般会計と普通会計の規模について歳出決算額で比較すると､ 第３図のとおりとなります｡

第３図

一般会計と普通会計の歳出決算額年次別比較

� 歳 入

普通会計歳入決算額を財源別に区分してみた年次別の推移は､ 第６表のとおりです｡
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�

(年度)
平成
９

一般会計8,421億3,826万円
■■■■■■■■8,423億8,485万円

普通会計

10
9,039億8,703万円
■■■■■■■■8,948億5,497万円

11
9,379億9,848万円
■■■■■■■■9,264億2,947万円

12
9,526億8,441万円
■■■■■■■■9,443億7,692万円

13
9,284億1,226万円
■■■■■■■■9,196億2,271万円

14
8,952億7,174万円
■■■■■■■■8,885億 876万円

15
8,074億2,152万円
■■■■■■■■8,006億1,396万円

16
7,802億5,541万円
■■■■■■■■7,597億2,032万円

17
7,462億6,210万円
■■■■■■■■7,388億7,098万円

18
7,289億8,267万円
■■■■■■■■7,186億3,167万円

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000
(億円)
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区
分

平
成
14
年
度

平
成
15
年
度

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

平
成
18
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
県

税

２
地

方
譲

与
税

３
地
方
特
例
交
付
金

４
地

方
交

付
税

５
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

６
分
担
金
及
び
負
担
金

７
使

用
料

８
手

数
料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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(第
６
表
)

普
通
会
計
歳
入
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
百
万
円
)



歳入において､ 地方税は､ 軽油引取税が8.0％の減となったものの､ 法人二税が38.3％の増､ 地方消費

税が28.6％の増となったことなどにより､ 地方税全体では8.8％の増となりました｡ また､ 地方贈与税は､

国庫補助負担金改革による税源移譲額の全額が所得譲与税により措置されたこと等により131.6％の増

となったが､ 地方特例交付金は､ 税源移譲予定特例交付金が廃止されたこと等から93.4％の減となり､

両者の合計では30.4％の増となりました｡ このほか､ 繰入金は､ 厳しい財政運営を反映して県債管理基

金等からの繰入金が増となったこと等により27.4％の増となりました｡

一方で､ 地方交付税は2.0％の減､ 臨時財政対策債は9.9％の減､ 両者の合計では2.8％の減となったが､

これは､ 地方交付税総額が大幅に削減された平成16年度から３年連続での減となりました｡ また､ 国庫

支出金は､ 国庫補助負担金改革に伴う一般財源化等により13.5％の減となったほか､ 地方債は､ 臨時財

政対策債の減や投資的経費の抑制等により5.6％の減となったことなどから､ 歳入全体では2.7％の減と

なりました｡

なお､ 歳入について､ 使途が特定されている特定財源と特定されていない一般財源とに区分する方法

及び県が自ら調達する自主財源と国から交付されたり､ 割り当てられる依存財源とに区分する方法によっ

て､ その構成割合の推移を見ると､ 第７表のとおりとなっています｡

� 歳 出

普通会計歳出決算額を性質別に区分してみた年次別の推移は､ 第８表のとおりです｡
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(第７表)

一般財源と特定財源､ 自主財源と依存財源の構成割合の推移
(単位 ％)

年 度 一 般 財 源 特 定 財 源 自 主 財 源 依 存 財 源

平 成 ９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

52.3

50.6

51.4

50.8

52.1

55.3

60.2

61.5

63.2

66.4

47.7

49.4

48.6

49.2

47.9

44.7

39.8

38.5

36.8

33.6

32.3

33.7

33.6

33.0

34.8

34.5

34.7

36.7

35.1

36.2

67.7

66.3

66.4

67.0

65.2

65.5

65.3

63.3

64.9

63.8
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区
分

平
成
14
年
度

平
成
15
年
度

平
成
16
年
度

平
成
17
年
度

平
成
18
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
人

件
費

２
物

件
費

３
扶

助
費

４
補

助
費

等

５
維

持
補

修
費

６
普
通
建
設
事
業
費

７
災
害
復
旧
事
業
費

８
失
業
対
策
事
業
費

９
公

債
費

10
積

立
金

11
出

資
金

12
貸

付
金

13
繰

出
金

合
計
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(第
８
表
)

普
通
会
計
歳
出
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
百
万
円
)



歳出において､ 義務的経費は､ 人件費が､ 退職者数の増により退職手当は増となったものの､ 職員給

料月額の減額措置を引き続き行ったほか､ 定員適正化の着実な実施により職員数は減となったことから､

0.5％の減､ 扶助費が生活保護費の減等により7.6％の減となった一方で､ 公債費が臨時財政対策債に係

る元利償還金の増等により2.2％の増となったことから､ 義務的経費全体では0.1％の増となりました｡

投資的経費は､ 普通建設事業費が8.0％の減 (補助事業費は2.7％の減､ 単独事業費は13.2％の減)､ 災

害復旧事業費が59.7％の減となったことから､ 投資的経費全体では10.5％の減となりました｡

また､ 補助費等は､ 国庫補助負担金改革等に伴う児童手当負担金及び介護給付費県負担金の増等によ

り､ 1.0％の増､ 貸付金は､ 特別保証融資制度貸付金の減等により14.2％の減となったことなどから､ 歳

出全体では2.7％の減となりました｡

なお､ 歳出決算額を義務的経費､ 投資的経費及びその他の経費の三つに分類してその構成比率を見ま

すと､ 第４図のとおりとなります｡

第４図

普通会計歳出決算額の性質別構成比率
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平成18年度の内訳

������ ������ ������ ������ �����	 �����
 ������ ������ ���
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そ
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的
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義
務
的
経
費
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�
�

������������������
���	�������� �����������
 ������������

平成９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 (年度)

(％)

■
■
■
■
■
■

そ
の
他
の
経
費

物 件 費 ��
�

補 助 費 等 ����

維持補修費 	�
�

積 立 金 ���

出 資 金 	�	�

貸 付 金 
��

繰 出 金 	���

■
■
■
■
■

義
務
的
経
費

人 件 費 ���	�

扶 助 費 ����

公 債 費 ��
�

投
資
的
経
費

普通建設事業費 �����

災害復旧事業費 	���
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四 主な財政指標の状況

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには､ 財政構造の弾力性が確保さ

れなければなりません｡

財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として､ 主な財政指標の項目の推移を示し

ました｡

平成16年度までの状況をみると､ 経常収支比率､ 公債費負担比率の全国順位は､ いずれも悪化しており､

また､ 各種の財政指標自体も悪化しており､ 平成17・18年度においてはいずれもほぼ横ばいで推移してい

ることから､ 今後とも､ 中長期的展望に立って､ 財政の健全化・対応力の回復を図っていく必要があると

考えています｡

○ 経常収支比率の状況
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経常収支比率
経常収支比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を計る指標であり､ 地方税､ 普通交付税を中心とする毎年度
経常的に収入される一般財源 (経常一般財源) が､ 人件費､ 扶助費､ 公債費などのように毎年度恒常的に支出され
る経費 (経常的支出) にどの程度充当されているかを示す割合です｡
本県の平成18年度決算における経常収支比率は､ 平成17年度より0.4ポイント増加し､ 95.6％となっています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

平成９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18

100

95

90

85

80

75

経 常 収 支 比 率

(年度)

88.5(20) 88.5(29)

87.2(24)

888555...999(((222333)))

92.4(9)

999000...888(((222888))) 999000...666(((111555)))

95.2(11)95.3(8)

91.7

94.2

91.7

999000...555888999...333

93.5

90.8 92.5 92.6

95.6

(％)



○ 公債費負担比率の状況
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公債費負担比率
公債費負担比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を公債費による財政負担の観点から計る指標で､ 一般財源
総額のうち､ 公債費にどの程度の一般財源が充当されているかを示す割合です｡
本県の平成18年度決算における公債費負担比率は､ 平成17年度と同じく24.5％となっています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

公 債 費 負 担 比 率

平成９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 (年度)
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24.5(12) 24.5
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○ 実質公債費比率及び起債制限比率の状況
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実質公債費比率
平成18年度から､ 地方債の発行は地方自治体の自主性を高めるために協議制へ移行しましたが､ 実質公債費比率
は引き続き国の許可が必要となるか判断するために新設された指標であり､ これまで指標としてきた起債制限比率
に対し､ 公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出金等を実質的な公債費として算定対象に追加するなどの見
直しを加えたものです｡ この比率が18％以上の団体については引き続き地方債の発行に許可を要することになりま
す｡
本県の平成18年度決算における実質公債費比率は､ 14.6％と前年度に比べ0.4ポイント増加しています｡
起債制限比率
起債制限比率は､ 地方債の元利償還金に充当された一般財源のうち地方交付税で措置されるものを除いたものの
標準財政規模に対する割合を示すもので､ この指標が20％以上になれば地方債の発行が制限されます｡
本県の平成18年度決算における起債制限比率は､ 12.8％と前年度に比べ0.5ポイント増加しています｡
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○ 財政力指数の状況
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財政力指数
財政力指数は､ 地方公共団体の財政力を表す指標であり､ ｢１｣ に近く､ また ｢１｣ を超えるほど財源に余裕が

あることを示しています｡
本県の平成18年度決算における財政力指数は0.293と前年度を0.020上回っています｡
なお､ 平成17年度の全国の状況は下記のとおりとなっており､ 本県は ｢Ｅ｣ グループに位置しています｡

財政力指数の状況

財政力指数 所 属 団 体 団体数

Ｂ１ 0.700～1.000 愛知県､ 神奈川県､ 大阪府 3

Ｂ２ 0.500～0.700
埼玉県､ 静岡県､ 千葉県､ 茨城県､ 福岡県､
栃木県､ 群馬県

7

Ｃ 0.400～0.500
三重県､ 兵庫県､ 広島県､ 宮城県､ 京都府､
滋賀県､ 岐阜県､ 岡山県

8

Ｄ 0.300～0.400
長野県､ 石川県､ 福島県､ 香川県､ 新潟県､
富山県､ 山口県､ 北海道､ 奈良県､ 山梨県､
福井県､ 愛媛県､ 熊本県､ 徳島県

14

Ｅ 0.300未満
山形県､ 大分県､ 佐賀県､ 和歌山県､ 青森県､
岩手県､ 鹿児島県､ 沖縄県､ 宮崎県､ 長崎県､
秋田県､ 鳥取県､ 高知県､ 島根県

14

計 46

� グループの編成は､ 平成15年度から17年度までの財政力指数による｡

� 東京都は含めていない｡

財政力指数 (小数点４位以下切捨て)
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